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1. はじめに 

離島には海洋資源の利用，豊かな自然環境の保全，領

海や排他的経済水域の確保など多様な役割が期待され，

人が居住していることに大きな意義がある．しかし，海

による隔絶から生じる不便性のため，過疎化や高齢化

の進行は顕著であり，離島人口は減少し続けている． 

一方で ICT や IoT 技術の発展により，場所を選ばな

い働き方が普及した現在，離島への移住は新たなライ

フスタイルとして注目されつつある．以上の背景より，

離島定住を促す施策が必要とされている．離島定住を

促すためには，離島住民の生活行動を十分に把握した

上での，効率的な生活環境の整備施策が不可欠である． 

本研究の目的は，生活環境の整備施策を離島住民の

生活行動という面から検討することである．そのため

に，まず生活行動で重要な買物行動に着目し，商業規

模・交通環境との関係性の定量的な把握を試みる． 

2. 調査 

2-1. 調査対象                  

調査は五島市と新上五島町に属する島嶼群を中心と

する地域(五島地域)と平戸市に属する島嶼群地域(平戸

地域)を対象に実施された．五島地域の調査は津森ら 1)

が 2014 年 11 月，2015 年 10 月にそれぞれ実施してい

る．図 1 に五島地域の調査対象 10 島を示す．平戸地域

の調査は筆者が 2019 年 10 月に実施している．図 2 に

平戸地域の調査対象 2 島を示す．また計 12 島の商業規

模と交通環境に関する基本情報を表 1 にまとめた． 

2-2. 調査方法 

調査方法は紙媒体のアンケート配布である．質問内

容は個人属性や島内および島外の買物行動(頻度，目的

地，交通手段，所要時間，出発時刻，帰宅時刻など)な

どである．五島地域ではアンケートをポスト投函する

形式が採られている．五島地域での配布部数は 7,866 部，

回答部数は 1,997 部，回収率は 25.3%である．平戸地域

では平戸市役所に協力を依頼し，自治会を通じて全戸

配布を行う形式を採った．平戸地域での配布部数は 723

部，回答部数は 245 部，回収率は 33.9%である．  

3. 分析 

アンケート回答者の買物行動の分析を行う．集計の

際，回答数が少ない島は，交通環境が類似した近接して

いる島同士でグループ化した．具体的には平島，江島を

図 3 買物頻度の分布(島内) 

表 1 調査対象地域の基本情報 

図 2 平戸地域の調査対象 

図 1 五島地域の調査対象 
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まとめて「平・江島」，久賀島，椛島，黄島をまとめて

「久賀・椛・黄島」と呼称し集計した． 

 図 3，図 4 に離島ごとの島内と島外の買物頻度の分

布をそれぞれ示す．規模(小売事業所数など)が大きな島

は島内買物頻度が高く，島外買物頻度が低い傾向にあ

る．一方で小規模な離島は，大規模な離島と反対の傾向

が見られた．これは，大規模な離島では必要な買物が島

内で完結しやすいのに対し，小規模な離島では島内で

購入できる品目が限られるためと考えられる． 

図 5，図 6 に島内の商業規模が異なり，かつ交通環境

が類似した離島として，的山大島と度島の島内と島外

の買物頻度の分布をそれぞれ示す．「2 島の分布に差は

ない」という帰無仮説の下 KS 検定を行ったところ，島

内と島外共に有意水準 1%で棄却された．この結果につ

いて，度島は的山大島と比較して島内の小売事業所数

などの商業規模が小さいため，買物をより島外に依存

しているためと考察できる． 

図 7，図 8 に交通環境が異なり，かつ島内の商業規模

が類似した離島として，的山大島と宇久島の島内と島

外の買物頻度の分布をそれぞれ示す．KS 検定を同様に

行ったところ，島内と島外共に有意水準 1%で棄却され

た．この結果について，的山大島は宇久島と比較して本

土までの所要時間が短いため，買物を島外で行いやす

いためと考えられる．またこの結果は，島内の商業施設

の規模が同程度の離島同士でも，本土までの交通環境

によって島内の買物行動が異なることを示している．

つまり，本土までの交通環境は島内と島外の買物行動

それぞれに影響を与えると考えられる．以上の分析よ

り，島内と島外の買物頻度は島内の商業施設の規模と

本土までの交通環境の影響を受けることが判明した． 

4. おわりに 

生活環境の改善の施策を離島住民の生活行動という

面から検討するために，まず生活行動で重要な買物行

動に着目した．そしてアンケート結果から，買物行動と

商業規模・交通環境との関係性を分析したところ，島内

と島外の買物頻度は島内の商業施設の規模や本土まで

の交通環境に影響を受けることが判明した． 

島内と島外の買物行動は，いずれも商業規模・交通環

境の影響を受けているため，双方を関連づけた分析を

行うべきだと考えられる．そのため，今後は今回までに

得られた結果をもとに，島内と島外の買物頻度を商業

規模・交通環境を元に同時に推計するモデルの構築を

行い，離島住民の買物行動の包括的な把握を試みる．  
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図 8 島内の商業規模が類似した島の頻度分布(島外) 

図 7 島内の商業規模が類似した島の頻度分布(島内) 

図 6 交通環境が類似した島の頻度分布(島外) 

図 5 交通環境が類似した島の頻度分布(島内) 

図 4 買物頻度の分布(島外) 
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